
（ ）

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

計

平成29・30年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由

28年度限りの経費

30年度要求

事業番号 0420

-

29年度当初予算

- -

439 408 333

13,000 - -

27年度 28年度

80,278 - -

26年度

年度-

(1) 福島復興再生特措法（平成24年３月30日成立）の附帯
決議、(2) 福島復興再生特措法に基づく福島復興再生基本
方針（平成24年７月13日閣議決定）、(3)東日本大震災によ
り生じた放射性物質により汚染された土壌等を除染するた
めの業務等に係る電離放射線障害防止規則

26年度 27年度 28年度
目標最終年度

107 106

90

95.7 91.3

90

101 -

-

-

- -

- -

関係する計画、
通知等

達成度

96.2

-

90

年度

-

-

-

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

単位

450 300 300

％

平成２９年度行政事業レビューシート 厚生労働省

執行額

149 57 37 0 0

29 17

執行率（％） 84% 51% 46%

平成２５年度
事業終了

（予定）年度
平成２８年度

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

　除染特別地域等の復旧・復興作業を担う事業者の多くが中小・零細事業者であり、放射線被ばくに対する不安が事業再開の隘路となっている。このため、
厚生労働省が、中小・零細事業者を会員とする団体等（以下「団体等」という。）に対して、適切な放射線管理を指導するための支援を実施する。本事業によ
り、団体等が自主的に中小・零細事業者に対して線量管理指導を行い、中小・零細事業者が適正な放射線管理を実施することを目的とする。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

％
成果目標及び

成果実績
（アウトカム）

-

125

-

補正予算

予備費等

当初予算

中間目標
定量的な成果目標

37

-

27年度

　次の①～⑤の業務を実施し、団体等が会員に対して行う放射線管理指導について支援を行う。
①　放射線管理マニュアルの作成
②　線量管理指導員の選任、教育用資材の購入及び保守点検
③　団体等に対する線量管理指導の実施
④　団体等の線量管理教育（集合教育及び実地教育）の実施支援
⑤　相談窓口及び電話照会窓口の設置及び対応

- -

149

- -

- -

線量管理指導の内容等に
ついて「有意義であった」旨
の回答をした参加者の割
合

-

原発事故からの復旧・復興従事者の適正な放射線管理実施の
指導 担当部局庁 労働基準局安全衛生部 作成責任者

事業開始年度

直接実施、委託・請負

担当課室 労働衛生課 神ノ田　昌博

事業名

会計区分

29年度

-

翌年度へ繰越し -

計

28年度

社会保障

-

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

30年度要求

予算
の状
況

57

線量管理指導等の参加者
に対し、指導内容等につい
てアンケートを実施し、9割
以上の参加者から「有意義
であった」等、ニーズに合
致した指導であった旨の回
答を得る

実施方法

26年度

％

人
線量管理の指導を300人以上に実施する。

【平成26年度限り】
除染等事業従事者の被ばく線量登録管理制度に係る
補助金の交付を行う。受益者は、今後、将来にわたり累
積されていくので不明であるが、少なくとも年間1万3千
人は見込まれる。

活動実績

活動実績 人

当初見込み 人

単位

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
労働者災害補償保険法第29条第1項第3号

主要政策・施策

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標

人

活動指標

26年度 27年度 28年度

労働保険特別会計労災勘定

当初見込み

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
線量管理指導等参加者アンケート

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

84% 51% 46%

29年度
活動見込

30年度
活動見込

-

-

29年度
活動見込

30年度
活動見込

-

-



- - - - -

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

-

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

28年度 29年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 - 年度 - 年度

-

成果実績 - - - - - -

目標値 - - - - - -

達成度 ％

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ
ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

-

達成度 ％ -

施策 労働者が安全で健康に働くことができる職場づくりを推進すること（Ⅲ－２－１）

政策 労働者が安全で健康に働くことができる職場づくりを推進すること（Ⅲ－２）

定量的指標 単位 26年度 27年度 28年度

測
定
指
標

目標年度

- 年度 29 年度

中間目標

実績値 人 1,057

単位

1 労働災害による死亡者数

2 労働災害による死傷者数（休業４日以上）

実績値 人

26年度

26年度
年度

中間目標 目標年度

-

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

避難区域等において、一定の線量下で除染や復旧作業を実施する中小零細企業事業者の連合体等に対して、線量管理を指導する者を派遣し、適
切な放射線管理の実施を指導するとともに、教育用の資材を貸与し、連合体等における放射線管理等の適切な実施を指導する。本事業で指導を受
けた団体等が、貸与された教育用資材を使用して、会員である中小零細事業者の放射線管理を支援することにより、中小零細事業者の放射線管理
能力が向上し、労働者の放射線障害防止に資することで測定指標１及び２に寄与すると見込んでいる。

-

- 29
定量的指標

972

事業所管部局による点検・改善

ＫＰＩ
（第一階層）

-

- -

改革
項目

分野： - -

66百万円/
（439人×

20)

27年度

15百万円/
（333人×

20)

本事業は、労働者の放射線障害防止のために事業場に対
する線量管理指導の支援を推進するものであり、事業者か
ら徴収した労災保険料から経費を支出することは妥当であ
る。

国
費
投
入
の
必
要
性

無

○

119,535 116,311 117,910 - -

目標値 人 - -

-

101,639

-

-

年度

受益者との負担関係は妥当であるか。

年度

-

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

-

-

-

単位

単位当たりコスト ＝X：「経費」 ／ Y：「受益者数見込み」
X：事業委託及び行政経費

Y：教育受講者やテキスト配布者の20倍（管理者や指導
者の教育であるため、最終的な受益者は受講者の20倍

を見込む）

単位当たり
コスト

27年度 28年度

○

K
P
I

(

第
一
階
層

）
-

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

成果実績

平成28年度労働政策の重点事項において、「７　震災復興の
ための労働対策」の中で、「（１）③除染作業や震災復旧・復
興作業等を行う労働者の適切な放射線管理の実施支援」が
掲げられており、優先度の高い事業である。

- -

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

○

有

年度

928 -

目標値 人

-

事
業
の
効
率
性

一般競争入札（最低価格落札方式）としており、入札説明会
時においては２者であったが、応札時は１者となった。
なお、28年度調達時点では業者へのヒアリング等を行い、入
札障壁となっていた有資格者の要件を外部委託可能とする
など、一者応札対策を実施している。

- - -

○

単位
-

27百万円/
（408人×

20)

計画開始時
28年度 29年度

-

29年度活動見込

7.5 3.3 2.3

28年度

千円/人

年度

計算式 　　Ｘ/Ｙ

-

- -

-

-

目標値

中間目標

単位当たり
コスト

算出根拠

評　価項　　目

除染特別地域等の復旧・復興作業及び事業再開促進は国
民的課題であり、国費により事業場における適切な線量管
理を指導・教育する必要がある。

929

目標最終年度

- -

通常、放射線業務を生業としない事業者団体等における線
量管理指導の促進を想定した事業であることから、営利企業
等の実施する教育等を活用した自発的活動は見込めず、国
で実施する事業である。

○

政
策
評
価

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ
ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係



※平成28年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐

点検結果

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

平成28年度までの事業となったため、当初見込んでいた（次
年度使用予定の）測定機器の校正を実施する必要性がなく
なったことによるメンテナンス費用の減などにより不用が発
生した。

-

終
了

予
定

点
検
・
改
善
結

果

平成22年度

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

関
連
事
業

○

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

教育の実施人数が目標人数を達成している。

備考

‐

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

○

予定通り、平成28年度で終了する。

平成25年度に教育用資材として購入した放射線測定器を保
守点検しながら使用しており、新規で購入する個数を減らす
ことで、コスト削減を図っている。

行政事業レビュー推進チームの所見

毎年度成果目標を達成しており、妥当である。

単位当たりコスト等の水準は妥当か。
平成25年度に教育用資材である線量測定器購入したものを
使用しているため、単位当たりコストに増加はなく妥当な水
準である。

平成28年度

予
定

通
り

終
了

○

点検対象外

当該事業は終了するが、得られた知見は他の事業にも活用する。

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

関連する過去のレビューシートの事業番号

‐

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

‐

-

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

平成24年度

-

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

専門機関が実施する同等の教育に要する受講料と同等レベ
ルで実施できている。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

主に教育用資材の保守管理及び線量管理指導・教育支援
の実施のための経費であり、事業目的に即した適切な費目
である。

○

外部有識者の所見

改善の
方向性

　平成28年度末で避難区域（帰還困難区域を除く）の除染がほとんど終了する見込みであり、除染業務従事者が減少するため、当事業は平成
28年度で終了することとしている。

　毎年度成果目標を達成しており、また、平成28年度においても事業の調達時期を早めて、4月1日から事業を開始し、さらに、受託者ホーム
ページへの掲載等によって委託事業の周知を図って、活動実績についても目標を達成することができた。以上から、効果的に事業を実施でき
ていると考えている。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

平成23年度

○

-

平成25年度 平成26年度 平成27年度

事業番号 事業名所管府省名

―

新25-026

416

―

418

―

422

-

厚生労働省 

（１６．８百万円） 

B 事務費 

（２．２百万円） 

A 株式会社千代田テクノル 

（１４．６百万円） 

①放射線管理マニュアルの作成 

②線量管理指導員の選任、教育用資材の購入及び保守点検 

③団体等に対する線量管理指導の実施 

④団体等の線量管理教育（集合教育及び実地教育）の実施支援 

⑤相談窓口及び電話照会窓口の設置及び対応 

【一般競争契約（最低価格）】 



支出先上位１０者リスト

A.

B

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

3

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

諸謝金 - 専門家への謝金 0.7 - - -

- - - -

庁費 - 役務・物品の購入等 0.7 - - - －

2

-

委員等旅費 - 専門家への旅費 0.8

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

－
線量計測事業、アイソトー
プ事業、原子力事業　ほか

1 98％

法　人　番　号

7010001004851 14.6

入札者数
（応募者数）

落札率契約方式等

一般競争契約
（最低価格）

1

諸謝金測定器等の保守点検費用等

費　目

計 14.6 計 2.2

費　目 使　途

庁費 0.7

0.8

B.　事務費
金　額

(百万円）

12.6

専門家への旅費管理費 賃料・光熱費等

専門家への謝金

2 委員等旅費

使　途

事業費

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

役務・物品の購入等

金　額
(百万円）

A.　株式会社千代田テクノル

0.7

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

-

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1 - - - - - -

株式会社千代田テク
ノル


